


　　　　　　
大阪府障がい者自立支援協議会　就労支援部会の設置について （案）





２０１２．２





資料２－２








＜構成員候補＞





（支援機関）１


・全体会委員から１名（大阪市障害者就業・生活支援センター所長） 





（障がい福祉サービス事業所等）３


・箕面市障害者雇用支援センター ＜箕面市障害者事業団＞


・ＪＳＮ ＜大阪精神障害者就労支援ネットワーク＞


・大阪府社会福祉協議会





（行政）５


・大阪労働局職業対策課


・大阪障害者職業センター


・大阪府（雇用対策課・支援教育課・自立支援課【事務局】）





（当事者）１


・全体会委員から１名（障害者自立生活センター・スクラム代表理事）





（学識）１





（経済団体）１


・関西経済連合会





計　１２人








オブザーバー


（府事業受託団体）３


・府就労支援強化事業受託者


・府ITステーション就労促進事業受託者


・府工賃向上計画支援事業受託者


























＜現状＞


○大阪府では「障がい者雇用日本一」を掲げ、関係部局が連携して障がい雇用促進・就労支援施策を推進。（Ｈ22.4　「大阪府ハートフル条例」施行）


○府障がい者計画では最重点施策の一つに「障がい者の就労支援の強化」を位置付け。


○また、府障がい福祉計画で「福祉施設からの一般就労者数」を目標値に設定。


　・現計画（H21-23）　H23年度に一般就労者数８００人（中間値４３９人）


　・次計画（H24-26）　H26年度に　　　　　１１００人（予定）





＜目的＞


障がい者就労支援にかかる課題への対応や、関係機関との連携による情報共有を図り、府域全体の就労支援の水準を向上させる。





＜実施内容＞


・各地域の情報の集約、共有化


・市町村（地域）の課題を集積し、府域全体の課題について協議、施策提言を行う。





＜課題＞


・福祉施設、支援学校からの一般就労の促進・企業の雇用促進


・福祉施設における工賃向上


・行政の福祉化の推進


・各機関相互の情報共有　　　　　　　　　等





＜地域の状況＞


市町村就労支援部会(１５部会―１７市町村)


（主な構成員　⇒　就業・生活支援C、障がい者施設、ﾊﾛｰﾜｰｸ、支援学校、行政）





＜設置予定日＞


・平成２４年　月　日








